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子会社の解散に関するお知らせ 

 

本日開催の当社取締役会において、当社子会社SPARX Investment & Research, USA, Inc.（以

下「SIR」）の取締役会が、SIR子会社SPARX Value GP, LLC（以下「SVGP」）が「スパークス・ジャパ

ン・バリュー・クリエーション・ファンド（以下「VCI投資戦略ファンド」）」等の解散及び同ファンドの運

営・管理会社としての地位を解消する旨の決議を行うことを承認したことにより、下記の通りSVGPが

解散され、清算手続きに入ることとなりましたので、お知らせいたします。 

 

1. 解散の理由等 

SVGPは、California Public Employee’s Retirement System（カリフォルニア州公務員退職年

金基金、以下「カルパース」）が、当社グループに日本企業の価値創造を促す投資活動を委

託するVCI投資戦略ファンドの運営・管理を目的として、2002年12月に、当社グループ、カル

パース、Relational Investors, LLC（以下「リレーショナル」）の三者で共同設置された米国デラ

ウェア州法に基づく企業体です。 

この度、本年7月31日付でSVGPの運営・管理する米国籍によるVCI投資戦略ファンドの一

つが解散され、また残るファンドについても運営・管理業務の効率化の観点から当社グルー

プとしてSVGPの運営管理会社としての役割を解消することといたしました。その結果として、

SVGPは同社の「LLC Agreement（運営契約）」の規定に従い解散され、清算手続きに入ること

となります。 

なお、当解散に伴ってVCI投資戦略ファンドに係る当社グループ、カルパース、リレーショ

ナルの三者間の運用報酬等の配分に関する契約も解除されることとなりますが、それ以外の

当社グループが運用する他のファンド、又は米国籍以外のVCI投資戦略ファンドの運用は引

き続き行われ、これらに対する影響はありません。またカルパースとは、当該子会社を通じて

のパートナーシップの解消後も、当社グループの運営・管理するファンドにおいて、重要な投

資家のひとつとして良好な関係を継続しております。 



  

 

2. 当該子会社の概要 

① 商 号 SPARX Value GP, LLC 

② 主 な 事 業 内 容 米国籍ファンドの運営・管理業務 

③ 設 立 年 月 日 2002年12月26日 

④ 本 店 所 在 地 360 Madison Avenue, 24th Floor, New York, NY 10017, USA 

⑤ 代 表 者 名 Matthew Kubo 

⑥ 資 本 金 の 額 1,000 米ドル （参考：122千円） 

⑦ 発 行 済 株 式 数 該当なし 

⑧ 純 資 産 1,348 千米ドル （参考：165百万円） 

  (2007年12月31日時点：未監査) 

⑨ 総 資 産 3,982 千米ドル （参考：488百万円） 

  (2007年12月31日時点：未監査) 

⑩ 事 業 年 度 の 末 日 12月31日 

⑪ 従 業 員 数 0名 

⑫ 主 要 取 引 先 スパークス・アセット・マネジメント株式会社 

⑬ 出資者及び出資比率 SPARX Investment & Research, USA, Inc. (70%) 

California Public Employee’s Retirement System (20%) 

Relational Investors, LLC (10%) 

⑭ 主 要 取 引 銀 行 該当なし 

⑮ 当 事 会 社 と の 関 係 該当なし 

⑯ 最 近 3 年 間 の 業 績 （千米ドル、米国会計基準、単体）

   2005年12月期 2006年12月期 2007年12月期  

  収 益 9,571 9,402 （未監査）7,337 

  （参考） 1,173百万円 1,152百万円 899百万円 

  当 期 利 益 4,951 3,043 （未監査）1,712 

  （参考） 607百万円 373百万円 2,099百万円 

注） 円貨換算の参考値の算定にあたっては2007年12月28日終値（1ドル＝122.62円）を使用 

 

3. 解散の日程 

平成20年7月30日 当社取締役会において、解散の決議を承認 

平成20年7月31日 当該子会社の解散、及び清算手続の開始（予定） 

平成20年12月 清算手続の結了（予定） 

 

4. 今後の見通し 

当該子会社の解散に伴う当社業績（連結・単体）に与える影響は軽微であります。 

 

以上 


